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新規創業 

令和２年度 

和歌山県家賃支援金申請要領 

令和 2 年 1 月 1 日から 5 月 31 日までに創業した 

事業者の取扱い 
 

申請期限 
 

◆ 令和３年３月26日（金）まで（当日消印有効） 
ただし、次の要件を満たす場合は、申請期限を令和３年９月30日（木）とします。 

要件 

国の家賃支援給付金の申請を行い、かつ受付が行われている事業者で、令和３年３月26日（金）

（当日消印有効）までに P27の「和歌山県家賃支援金申請期限延長願兼誓約書」を提出して

いること。 
 

提出方法 

◆ 郵送による提出 
・ 申請書類を次の宛先に郵送することで提出することができます。 

・ 簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、窓口による対面受付は行

いません。ご不明な点は下記お問合せ先にて電話で対応させていただきます。 
 

申請に必要な書類の入手方法 
 
◆ 和歌山県庁のホームページからダウンロードしてください。 

◆ 各振興局、県内市町村、商工会、商工会議所などにも順次申請書類を配

置する予定です。  

お問合せ先 

◆ 和歌山県支援本部相談窓口 
【 電 話 】073－441－3301 

【受付時間】平日 午前 9 時から午後 5 時 45 分まで 

＜あて先＞ 

〒640-8585 和歌山市小松原通１－１ 

和歌山県家賃支援金（新規創業）受付係 あて 
 

※ 切手貼り付けの上、裏面に差出人の住所及び氏名を記載 

※ 送料は必ず申請者側でのご負担でお願いします。 

改訂：令和３年３月４日 
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Ⅰ 和歌山県家賃支援金の概要               

 新型コロナウイルス感染症の影響により、売上の急減に直面する事業

者のうち、固定客がいないなど経営基盤が弱い創業間もない事業者に対

して事業の継続を下支えするため、地代・家賃の負担を軽減することを

目的とする支援金を交付するものです。 

 

Ⅱ 和歌山県家賃支援金の対象者              

 下記の4つの要件を全て満たしている必要があります。 

 

（1） 令和2年1月1日から5月31日までの間に創業注 )1した事業者であ

って、県内に主たる事業所注 )2を有する事業者又は観光関連事業者

のうち①宿泊施設、②温泉保養施設、③交通施設、④休憩食事施

設、⑤観光土産品販売施設、⑥不特定多数の方が利用する観光施

設と認められる施設を県内で運営する事業者 

 

（2） 次の①、②のいずれかを満たしていること。 

① 令和2年1月1日から3月31日までの間に創業し、国の家賃支援

給付金の給付を受けている事業者 

 

② 令和2年1月1日から5月31日までの間に創業し、国の家賃支援

給付金の給付を受けていない事業者で、次のアからケまでの全

てを満たすもの 

ア 創業に当たって金融機関注 )3から融資を受けている事業者又

は支援機関注 )4による経営支援等を受け事業を進めている事業

者 

イ 令和2年5月1日から12月31日までにおいて、新型コロナウ

イルス感染症の影響などにより、以下のいずれかにあてはま

ること。 

 (ｱ) 開業月から令和2年12月までのいずれかのひと月の売上

高が、事業計画書等注 )5で想定していた同月と比べて50％以

上減少した月が存在する。 

 (ｲ) 連続する3か月の売上高の合計が事業計画書等で想定し

ていた同じ期間の売上の合計と比べて30％以上減少した３

か月が存在する。 

ウ 今後も事業を継続する意思がある事業者 

エ 法人においては、申請時点において次の(ｱ)、(ｲ)のいずれ

かを満たしていること。ただし、組合若しくはその連合会又

は一般社団法人については、その直接又は間接の構成員たる

事業者の3分の2以上が個人又は次のいずれかを満たす法人で
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あること。 

(ｱ)資本金の額又は出資の総額が10億円未満であること。 

(ｲ)資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、常

時使用する従業員の数が2,000人以下であること。 

オ 他人の土地・建物を自身で営む事業のために直接占有し、

使用・収益（物を直接利活用して利益・利便を得ること）を

していることの対価として、賃料の支払いを行っていること。 

カ 国、地方公共団体、法人税法別表第一に規定する公共法人

でないこと。 

キ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定

する「性風俗関連特殊営業」、当該営業に係る「接客業務受

託営業」を行う事業者でないこと。 

ク 政治団体でないこと。 

ケ 宗教上の組織又は団体でないこと。 

 

（3） 宣誓書を提出する事業者 

 

（4） 下記①から③までの要件に該当しない事業者 

① 本支援金を既に受け取った者 

② 和歌山県暴力団排除条例(平成23年和歌山県条例第23号)第2

条第3号の暴力団員等若しくは同条第1号の暴力団又は同条第2

号の暴力団員と密接な関係を有する者 

③ 本支援金の趣旨・目的に照らして適当でないと知事が認める

者 
 

注)1  ここでいう創業とは、新たに法人を設立又は所得税法（昭和40年法律第33号）第229条に

規定する開業の届出等により、和歌山県内に事業所を有し新たに事業を開始すること。 

 

注)2  ここでいう主たる事業所とは、法人の場合は登記事項証明書に記載している法人住所、

個人事業者の場合は開業届等に記載している住所のこと。 

 

注)3  ここでいう金融機関とは、預貯金取扱金融機関（銀行、信用金庫、農協、漁協等）、保

険会社、証券会社、政府系金融機関（公庫等）のこと。 

 

注)4  ここでいう支援機関とは、公益財団法人わかやま産業振興財団、和歌山県商工会議所連

合会、県内各商工会議所、和歌山県商工会連合会、県内各商工会、和歌山県中小企業団体

中央会、中小企業診断士、公認会計士、税理士、弁護士等の創業者を支援すると認められ

る者のこと。 

 

注)5   ここでいう事業計画書等とは、以下のいずれかに該当するもの。 

  ・ 金融機関から融資を受けた者は、金融機関から融資を受ける際に提出した事業計画書等 

  ・ 金融機関の融資を受けずに創業した者は、支援機関で創業に関する相談のうえ作成した

事業計画書等 

 

                                                        



 

- 5 - 
 

新規創業 

Ⅲ 和歌山県家賃支援金の交付               

 

1 令和2年1月1日から3月31日までに創業し、国の家賃支援給付金の給付

を受けている事業者 

 
 Ⅱの対象者の要件を満たす事業者のうち、令和2年1月1日から3月31日ま

でに創業し国の家賃支援給付金の給付を受けている事業者については、以

下の表１の区分に応じ算定した額を交付します。 

※和歌山県家賃支援金は、１，０００円未満の端数を切り捨て  
 
表１                             

  

 

 

 

 
 
 

2 令和2年1月1日から5月31日までに創業し、国の家賃支援給付金の給付

を受けていない事業者 

 

 Ⅱの対象者の要件を満たす者のうち、令和2年1月1日から5月31日までに

創業し国の家賃支援給付金の給付を受けていない事業者については、申請

時の直前1か月以内に賃料等※として支払った額等※（月額）（以下「基

準額」という。）に基づき表２のとおり算定した交付額（月額）の６倍を

交付します。 

 

◆留意点 

（１）賃料等とは 

賃料等とは賃貸借契約等に基づき自らの事業のために他人の所有する土地又は

建物を直接占有する者が、当該土地又は建物を使用及び収益するために対価として

支払う金銭（当該対価に係る租税を含む。）をいう。 

（２）賃料等をまとめて支払っている場合 

申請者が複数月分の賃料等をまとめて支払っている場合には、当該申請日の直前

の支払い（当該申請日の属する月分に相当する賃料等を含むものに限る。）で支払

った当該賃料等の一月平均の額を基準額とする。 

（３）申請日直前1か月以内の支払賃料の額が令和2年5月31日時点の賃料より高い場合 

基準額が、令和2年5月31日時点で有効な賃貸借契約等により1か月分の賃料等と

して支払うこととされている額（当該賃貸借契約等において申請者が複数月分の賃

料等をまとめて支払うこととされている場合には、当該賃料等の一月平均の賃料

等）より高いときは、当該賃料等として支払うこととされている額を基準額とする。 

区分 和歌山県家賃支援金の交付額 上限額 

法人 国の家賃支援給付金の給付額の４分の１ １５０万円 

個人事業者 国の家賃支援給付金の給付額の４分の１ ７５万円 
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なお、本規定により基準額を算定する場合において、賃貸借契約等により月毎に

変動する賃料等を含むときは、当該賃料等については、「令和2年5月31日時点で有

効な賃貸借契約等により１か月分の賃料等として支払うこととされている額」とあ

るのは、「令和2年5月に賃料等として支払った額」と、「当該賃料等として支払う

こととされている額」とあるのは「当該賃料等として支払った額」と読み替えるも

のとする。ただし、この場合において、複数月分の賃料等をまとめて支払うことと

されているときは、当該賃料等については、「令和2年5月に賃料等として支払った

額」とあるのは「令和2年5月分の賃料等として支払った額」と更に読み替えるもの

とする。 

（４）賃貸人と申請者との関係 

基準額を算定する場合において、賃貸人その他の申請者に対して土地又は建物を使

用及び収益させる義務を負う者（以下「賃貸人等」という。）と、申請者との関係が

次のいずれかである場合には、当該土地又は建物に係る賃料等は含めないこととす

る。 

①転貸（又貸し）を目的とした取引。 但し、賃借人が借りている土地・建物の一 

部を第三者に転貸をした場合、転貸をせず自らが使用・収益する部分については、

交付の対象とする。 

②賃貸借契約の賃貸人と賃借人が実質的に同じ人物の取引（自己取引）。 

 ※賃貸人等が、申請者の代表取締役又は申請者と同じ者を代表取締役とする会社であるもの 

 ※賃貸人等が申請者の親会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号の２に規定する親会社等（自

然人を含む。次号において同じ。）をいう。）又は子会社等（会社法第２条第３号の２に規定する子会社等を

いう。）であるもの 

 ※賃貸人等が、申請者の代表取締役若しくは親会社等である自然人の配偶者若しくは一親等内の血族若しくは

姻族又は当該配偶者若しくは一親等内の血族若しくは姻族を代表取締役若しくは親会社等とする法人であるも

の 

③賃貸借契約の賃貸人と賃借人が配偶者又は一親等以内の取引（親族間取引）。 

 ※賃貸人等が、申請者の代表取締役若しくは親会社等である自然人の配偶者若しくは一親等内の血族若しくは

姻族又は当該配偶者若しくは一親等内の血族若しくは姻族を代表取締役若しくは親会社等とする法人であるも

の 

④その他支援金の趣旨・目的に照らして適当でないと知事が判断するもの 

（５）違法等に使用・収益する土地・建物に係る賃料の除外 

  基準額を算定する場合において、法律上の原因なく又は違法に、使用及び収益して

いる土地又は建物に係る賃料等は含めないこととする。 

（６）他の自治体等から賃料等に充てるための現金給付を受けている場合 

  和歌山県家賃支援金の交付予定額と国の家賃支援給付金及び他の地方公共団体か

 ら申請日の属する月以降６か月の間のいずれかの月分の賃料等に充てるため給付さ

 れる家賃支援額の合計が、申請者が1か月分として支払った賃料の6倍を上回る場合、

 和歌山県家賃支援金の交付予定額から超過分を減額することとする。 

（７）家賃支援金計算時の留意点 

和歌山県家賃支援金は、１，０００円未満の端数を切り捨てる。 
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表２ 

 基準額※ 交付額（月額） 

法人 75万円以下 基準額×1/6 

75万円超 12.5万円＋[基準額の75万円の超

過分×1/12] 

※ただし、25万円（月額）が上限 

個人事業主 37.5万円以下 基準額×1/6 

37.5万円超 6.25万円＋[基準額の37.5万円の

超過分×1/12] 

※ただし、12.5万円（月額）が上

限 

※基準額：申請時の直前1か月以内に支払った賃料等として支払った額等(月額) 
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Ⅳ 申請書類                       

 和歌山県家賃支援金(令和2年1月1日～5月31日までの新規創業者)の交

付を受けようとする事業者は、共通申請書類①～⑥と、次の〔Ａ〕又は〔

Ｂ〕の事業者の区分に応じて必要な書類を提出してください。 

 なお、⑫、⑬の書類が準備できない場合であっても、国の「家賃支援給 

付金申請要領（申請のガイダンス）中小法人等向け別冊」又は国の「家賃

支援給付金申請要領（申請のガイダンス）個人事業者等向け別冊」に準じ

た書類を提出することで、交付の対象となる可能性がありますので和歌山

県支援本部相談窓口までご相談ください。 
〔Ａ〕令和2年1月1日から3月31日までに創業し国の家賃支援給付金の給付

を受けている事業者・・・⑧ 
〔Ｂ〕令和2年1月1日から5月31日までに創業し国の家賃支援給付金の給付

を受けていない事業者・・・⑨～⑭ 
 

（サイズ A4、印刷片面・モノクロ・カラー可） 

【共通】 

共通申請書類①～⑦ 参照 ﾁｪｯｸ 

① 和歌山県家賃支援金交付申請書(規則第 4 条関係) P10 □ 

② 別紙「和歌山県家賃支援金申請額 計算表」 P11 □ 

③ 申請者事業概要(別記第1号様式)(要綱第5条関係) P14 □ 

④ 宣誓書(別記第2号様式)(要綱第5条関係) P16 □ 

⑤ 役員名簿（別記第3号様式)(要綱第5条関係）※法人の場合必要です。 P17 □ 

⑥ 振込先口座を確認できる書類 

○ 法人の場合は法人名義の振込先口座の通帳の写 

○ 個人事業者の場合は申請者本人名義の振込先口座の通帳の写 

P18  □ 

⑦ 新規創業及び主たる事業所の所在地を確認できる書類 
 
(1) 法人の場合は、履歴事項全部証明書の写（発行から3か月以内のもの） 

(2) 個人事業者は、開業届等※１の写 

 開業届等がない場合は「開業日、所在地、代表者、業種、書類提出

日の記載がある書類」を代替書類として提出して下さい。 

(3) 他県本社の観光関連事業者※２は、１又は２に加え、和歌山県内の

事業所所在地等が分かる書類 
 

※1 開業届等は「個人事業の開業・廃業等届出書」又は「事業開始等申

告書」のいずれかを提出してください。 

※2 ①宿泊施設、②温泉保養施設、③交通施設、④休憩食事施設、⑤観

光土産品販売施設、⑥不特定多数の方が利用する観光施設と認められる

施設を和歌山県内で運営する事業者 

P18 □ 

※規則とは、和歌山県補助金等交付規則のことをいい、要綱とは和歌山県家賃支援金
交付要綱のことをいう。 
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〔Ａ〕令和 2 年 1 月 1 日から 3 月 31 日までに創業し、 

国の家賃支援給付金の給付を受けている事業者 

共通申請書類①～⑦に加えて提出が必要な書類 参照 ﾁｪｯｸ 

⑧ 

国の家賃支援給付金の給付通知書（振込のお知らせ）の写 

※必ず通知書送付のあて先住所記載欄と給付金額記載欄の両方

をコピーしてください。 

P20 □ 

 
〔Ｂ〕令和 2 年 1 月 1 日から 5 月 31 日までに創業し、 

国の家賃支援給付金の給付を受けていない事業者 

共通申請書類①～⑦に加えて提出が必要な書類 参照 ﾁｪｯｸ 

⑨ 賃貸借情報記入シート P21 □ 

⑩ 事業計画書等の写                        

ア、イのうち、該当する方を提出してください。 

P22 □ 

 ア 金融機関から融資を受けた者 
① 金融機関から融資を受ける際に提出した事業計画書等

の写（月ごとの売上(収入)予定額が分かるもの） 
② 金融機関からの融資実行が確認できる契約書等の写し 

 イ 金融機関の融資を受けずに創業した者 
① 支援機関で創業に関する相談のうえ作成した事業計画
書等の写（月ごとの売上(収入)予定額が分かるもの）に、
相談を行った支援機関の担当者による署名又は記名押印
のなされているもの 

 ※ 事業計画書等に月ごとの売上(収入)予定額が記載されていない場合は、

記載されている年間の売上(収入)予定額からひと月分の平均売上(収入)予

定額を算出してください。 

⑪ 申請にもちいる売上が減った月・期間の売上台帳など                             P24 □ 

⑫ 賃貸借契約の存在を証明する書類（賃貸借契約書等） P24 □ 

⑬ 申請時の直近3か月分の賃料支払実績を証明する書類（銀行通帳

の写し等） 
P24 □ 

⑭ 本人確認書類 ※個人事業者の場合必要です。 
  

本人確認書類は、以下のいずれかの写しを住所・氏名・顔写真

がはっきりと判別できるかたちで提出してください。 
ア 運転免許証(両面) 

（返納している場合は、運転経歴証明書で代替可能） 
イ 個人番号カード（オモテ面のみ） 
ウ 写真付きの住民基本台帳カード（オモテ面のみ） 
エ 在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（在留の

資格が特別永住者のものに限る。）（両面） 
オ 住民票の写し及びパスポートの両方 

（パスポートは顔写真の掲載されているページ） 

カ 住民票の写し及び各種健康保険証の両方 
 
※ いずれの場合も申請を行う日において有効のものであり、記載された住

所が申請書に記入する住所と同一のものに限ります。 

P25 □ 
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新規創業 

① 和歌山県家賃支援金交付申請書【共通】 

別記第1号様式(第4条関係)                     記載例  
 

和歌山県家賃支援金交付申請書（新規創業）  
    

令和 2 年 ●  月 ● 日    
 
  和歌山県知事 様  
 
 

申請者住所    主たる事業所所在地又は個人事業者住所  

氏名又は名称 法人名及び代表者氏名又は個人事業者氏名  ○印  
 
 

令和2年度において、和歌山県家賃支援金（別紙に規定する和歌山県家賃支援金

申請額）の交付について、和歌山県補助金等交付規則第4条の規定により、関係書

類を添えて申請します。 

 なお、この申請に当たり同規則第5条の2に規定する補助金等の交付の除外要件に

該当することが判明した場合又は同規則第10条第2項の規定に違反した場合には、同

規則第17条の規定に基づき家賃支援金の交付決定の全部を取り消されても何ら異議

の申立てを行いません。 

 

◆関係書類 

【共通】 
□ 別紙「和歌山県家賃支援金申請額 計算表」 
□ 申請者事業概要 
□ 宣誓書 
□ 法人の場合は役員名簿 
□ 振込先口座の通帳の写(法人：法人名義、個人事業者：申請者本人名義) 
□ 新規創業及び主たる事業所所在地が分かる書類 
 

【国の家賃支援給付金の給付を受けた者】 
□ 国の家賃支援給付金の給付を受けた者は給付通知書（振込のお知らせ）の写 
 

【国の家賃支援給付金の給付を受けていない者】 
□ 賃貸借情報記入シート 
□ 事業計画書等の写 
□ 本人確認書類 
□ 申請にもちいる売上が減った月・期間の売上台帳など                              
□ 賃貸借契約の存在を証明する書類（賃貸借契約書等） 
□ 申請時の直近 3 か月分の賃料支払実績を証明する書類（銀行通帳の写し等） 

 
【その他】 

□ 知事が必要と認める書類 

  

代表者印  

提出日  
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新規創業 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

国の家賃支援給付金 
の給付額 

 

2，４００，０００ 

和歌山県家賃支援金
申請額 

 

6００，０００ 

②別紙 

＝ × 1/4 
※申請額に１，０００円未満の端数が生じる場合は切捨て 

1-1 令和2年1月1日から3月31日までに創業し、国の家賃支援給付金の給付を 

受けている事業者の場合（他団体家賃支援金等を受給しない場合） 

 

和歌山県家賃支援金申請額（新規創業） 計算表  

＝ 

円 
円 

円 円 

６００，０００ 
３，６００，０００ 

２，４００，０００ １，０００，０００ 
３，４００，０００ 

２００，０００ 

２，４００，０００ 

６００，０００ 

２００，０００ 

・・・① 
×６  円 

国の家賃支援給付金申請時の 

直前１か月分の賃料 

円 

※ 和歌山県以外の地方公共団体から国の家賃支援給付金の申請日以降６か月の間のいずれかの月分の賃
料に充てるための支援金を受給している場合又は受給することが決定している場合のみ本様式で申請額を計算
ください 

1-2 令和2年1月1日から3月31日までに創業し、国の家賃支援給付金の給付を 

受けている事業者の場合（他団体家賃支援金等を受給する場合） 

※申請額に１，０００円未満の端数 

が生じる場合は切捨て 

和歌山県家賃支援金申請額 

円 

＋ 

国の家賃支援給付金 

の給付額 

円 

他団体 
家賃支援金等 

円 

・・・② 
＝ 円 

 ① ― ②
 

＝ ・・・③ 
円 

和歌山県家賃支援金申請額は③又は④
のいずれか少ない方（０以下の場合は０） 

× 1/4 ・・・④ 

国の家賃支援給付金 

の給付額 ＝ 
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新規創業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

   

 

 

 

 

 

  

 基準額 交付額（月額） 

法人 
75万円以下 基準額×1/6 

75万円超 12.5万円＋[基準額の75万円の超過分×1/12] 
※ただし、25万円（月額）が上限 

個人事業主 
37.5万円以下 基準額×1/6 

37.5万円超 6.25万円＋[基準額の37.5万円の超過分×1/12] 
※ただし、12.5万円（月額）が上限 

2-1 令和2年1月1日から5月31日までに創業し、国の家賃支援給付金の給付を 

受けていない事業者の場合（他団体家賃支援金等を受給しない場合） 

②別紙 

※国の家賃支援給付金の受給の有無等に応じて、「1-1」「1-2」「2-1」「2-2」いずれかの計算方法で申請額を計算ください  

和歌山県家賃支援金申請額（新規創業） 計算表  

過去1か月以内に支払った 
賃料及び共益費・管理費(税込)の合計 

※賃貸借情報記入シート②「賃料の支払情報」参照 

2020年5月31日時点の賃貸借契約書上の 
賃料及び共益費・管理費 (税込)の合計 

※賃貸借情報記入シート②「本契約内の賃貸料」参照 

※申請額に１，０００円未満の端数 

が生じる場合は切捨て 

・・・① 

・・・② 

①又は②のいずれか少ない方が基準額 

基準額 

交付額（月額） 

×６か月分 
申請額 

円 

円 

円 

円 

円 

下記の区分に応じて交付額（月額）を計算 

５００，０００ 

６００，０００ 

５００，０００ 

８３，３３３ 

４９９，０００ 
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新規創業 

  

 基準額 交付額（月額） 

法人 
75万円以下 基準額×1/6 

75万円超 12.5万円＋[基準額の75万円の超過分×1/12] 
※ただし、25万円（月額）が上限 

個人事業主 
37.5万円以下 基準額×1/6 

37.5万円超 6.25万円＋[基準額の37.5万円の超過分×1/12] 
※ただし、12.5万円（月額）が上限 

2-2 令和2年1月1日から5月31日までに創業し、国の家賃支援給付金の給付を 

受けていない事業者の場合（他団体家賃支援金等を受給する場合） 

※国の家賃支援給付金の受給の有無等に応じて、「1-1」「1-2」「2-1」「2-2」いずれかの計算方法で申請額を計算ください  

和歌山県家賃支援金申請額（新規創業） 計算表  

※ 和歌山県以外の地方公共団体から家賃支援金の申請日以降６か月の間のいずれかの月分の賃料に充
てるための支援金を受給している場合又は受給することが決定している場合のみ本様式で申請額を計算くだ
さい 

※申請額に１，０００円未満の端数 

が生じる場合は切捨て 

・・・① 

・・・② 

①又は②のいずれか少ない方を記載 

申請額 

円 

過去1か月以内に支払った 
賃料及び共益費・管理費(税込)の合計 

※賃貸借情報記入シート②「賃料の支払情報」参照 

2020年5月31日時点の賃貸借契約書上の 
賃料及び共益費・管理費 (税込)の合計 

※賃貸借情報記入シート②「本契約内の賃貸料」参照 

他団体 
家賃支援金等 

    ・・・③ 

③×６か月分－ ・・・④ 

④又は⑤のいずれか少ない方が申請額 

基準額 

③（基準額）と下記表より交付額（月額）を計算 

交付額（月額） 

×６か月分 ・・・⑤ 

５００，０００ 

６００，０００ 

円 

円 

円 ５００，０００ 

１，０００，０００ 円 

８３，３３３ 円 

４９９，０００ 

②別紙 
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新規創業 

③ 申請者事業概要【共通】 

□法人の記載例  
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新規創業 

□個人事業者の記載例     
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新規創業 

④ 宣誓書【共通】  
 

別記第2号様式 （第5条関係） 

宣 誓 書 
 

私は、和歌山県家賃支援金の交付申請をするに当たり、下記の内容に

ついて、宣誓します。  
宣誓した内容と事実が相違することが判明した場合には、支援金の交

付を受けられないことになっても異議はありません。また、これにより

生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。  
 

記  
（1）和歌山県家賃支援金交付要綱第2条の交付対象者の要件を満たして

います。 

（2）和歌山県家賃支援金交付要綱第3条の不交付要件に該当しません。 

（3）和歌山県家賃支援金交付要綱第5条の交付申請書及び添付書類の内

容に虚偽はありません。 

（4）和歌山県補助金等交付規則第21条第1項の規定による立入検査等を

受けた場合は、適正かつ誠実に対応します。 

以上  
 

 
令和2年  ●月 ●日  

 
 
和歌山県知事        様  
 
 
所  在  地  和歌山市和歌川町5322－1          
 
名  称  株式会社 ○○商事             
 
代表者名  代表取締役社長 和歌山 太郎        
※法人の代表者又は個人事業主が自署してください。  

ゴム印等を使用

せず法人の代表

者又は個人事業

主が自署してく

ださい。  
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新規創業 

⑤ 役員名簿（法人の場合） 
 
別記第3号様式（第5条関係） 

役員名簿 

 
法人名称:                     ※該当する年号を○で囲んでください。 

役職名 （ふ り が な） 
氏   名 住   所 生 年 月 日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

   
大・昭・平 

 
年  月  日 

 

※ 法人の登記事項証明書に記載されている役員全員（現在就いている方）について記載してください。 

※ 収集した個人情報については、和歌山県家賃支援金に係る交付事務についてのみ使用し、その他の目的の

ためには使用しません。ただし、本県が必要と認める場合は、本役員名簿について、警察当局へ照会すること

があります。 
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新規創業 

⑥ 振込先口座を確認できる書類【共通】 

□ 口座の通帳の写 

（法人の場合）法人名義 

（個人事業者の場合）本人名義 
 
注 1) 銀行名・支店番号・支店名・口座種別・口座番号・名義人が確認できるようコピ 

ーしてください。 
注 2) 上記が確認できるように、通帳の表面と通帳を開いた 1・2 ページ目の両方をコピ

ーしてください。 
注 3) 電子通帳などで、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳等の画面等の画像のコピ

ーを提出してください。 同様に当座口座で紙媒体の通帳がない場合も、電子通帳
等の画像のコピーを提出してください。 

注 4) 画像が不鮮明な場合や、銀行名・支店番号・支店名・口座種別・口座番号・名義 
人が 1 つでも確認できない場合は、振込ができず、支援金のお支払いができない 
場合がありますので、ご留意ください。 

 
  通帳の表面      通帳を開いた 1･2 ページ目  電子通帳画像をコピー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ 新規創業及び主たる事業所の所在地を確認できる書類【共通】 

（法人の場合） 

□ 履歴事項全部証明書の写（発行から 3 か月以内のもの） 

法務局にて交付される、全部事項証明書（謄本）の履歴事項証明書（閉 

鎖されていない登記事項の証明）の写 

  

会社設立の年月日が令和2

年1月1日から5月31日まで

の間であること。 
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新規創業 

（個人事業者の場合） 

□ 開業届等の写 

次のいずれかの書類を提出してください。 
 
イ 個人事業の開業・廃業等届出書の場合は、開業日が令和 2 年 1 

月 1 日から令和 2 年 5 月 31 日までの間であり、かつ当該届出書に 

税務署受付印が押印されていること。 

 

ロ 事業開始等申告書の場合は、開始・廃業・変更等の年月日に記 

載した開始日が令和 2 年 1 月 1 日から令和 2 年 5 月 31 日までの間 

であり、かつ当該届出書に受付印等が押印されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ イ又はロがない場合には「開業日、所在地、代表者、業種、書類

提出日等の記載がある書類」を提出してください。 

 

  

開業日が令和2年1月1日から5月31日の間であ

ること。 

受付印が押印され

ていること。  

開始・廃業・変更等の年月日に記載した開始日が令

和2年1月1日から5月31日までの間であること。 

受付印が押印され

ていること。  

イ 個人事業の開業・廃業届出書  ロ 個人事業の開業・廃業届出書  
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新規創業 

（他県本社の観光関連事業者の場合） 

□ 上記、履歴事項全部証明書の写し（発行から 3 か月以内のもの）又

は開業届等の写に加え、和歌山県事業所の所在地が分かる書類 

例）和歌山県事業所の営業許可証の写、法人の事業開始申告書の写、

事業所所在地の記載のある公共料金領収書の写など 

 

 

⑧ 国の家賃支援給付金の給付通知書の写【令和2年1月1日から3月31日まで

に創業し、国の家賃支援給付金の給付を受けている事業者の場合】 

※必ず通知書送付あて先住所記載欄と給付金額記載欄の両方をコピーしてください。 

□法人の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□個人事業者の場合 
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新規創業 

⑨ 賃貸借情報記入シート 

【令和 2年 1月 1 日から 5 月 31日までに創業し、家賃支援給付金の給付を受けてい 

ない事業者の場合】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

共通

すべての項目をご記入ください。

各項目を記入すると同時に、提出する書類の引用部分を枠で囲ってください。

■ 物件情報 （複数物件ある場合は「賃貸借情報記入シート③」に記入)

 

■ 本契約内の賃貸料

【2020年5月31日時点の賃貸借契約書上の賃料及び共益費・管理費 (税込)】

注3

賃料 ★注2★注3 (月額)        円 共益費・管理費

■ 賃料の支払情報

支払方法 □ 月払 □ それ以外(年払・半年払等)

【過去1ヶ月以内に支払った賃料及び共益費・管理費(税込)】

ビル・マンション名

（建物の場合）□ 事務所 □ 小売り・飲食
□ 居宅・共同住宅 □ 工場・倉庫 □ その他

（土地の場合）□ 宅地 □ 農地 □ その他 

□ 土地

□ はい

提出書類に記載の日付をご記入ください。注4

複数の物件を賃貸されている場合、合計金額をご記入ください。複数月分の賃料等をまとめて支払っ

ている場合には、当該申請日の直前の支払い（当該申請日の属する月分に相当する賃料等を含むもの
に限る。）で支払った当該賃料等の１月平均の額を基準額とします。

    -

        都道府県        市区町村

賃料及び共益費・

管理費の支払日
★注2★注4

西暦      年      月      日

(月額)       円

※「その他」の場合、理由を記入

用途 (使用目的)
※「物件の種類」で土地・建物″両方″を選択

された場合は主な使用目的を１つ選択ください

□ はい □ いいえ

□ いいえ

□ 建物 □ 両方

契約期間      ★注１

注2

この物件は自宅兼店舗・自宅兼事務所ではない

この物件は部分的に転貸をしていない

物件の種類

(土地か建物かを選択してください)

物件名 (任意)

★注2
(月額)       円

★注2

共益費・管理費
(月額)       円

□ 売上に応じて賃料の金額が変わる

※売上に応じて賃料の金額が変わる場合は2020年5月分の支払実績

郵便番号

住所

番地

賃貸借情報記入シート②

賃貸借契約書に記載されている申請日以降の契約終了日をご記入ください。

契約開始日が2020年5月31日より前で、申請日までの間に契約が更新/改訂されており、新たな契約書をお持ちの場合は、新

たな賃貸借契約書に記載されている契約終了日をご記入ください。

1ヶ月分に相当する金額を記入し、共益費・管理費がない場合は、″賃料″欄のみご記入ください。自宅兼
店舗、自宅兼事務所などの場合、事業所の地代・家賃として税務署申請している金額のみご記入ください ※過去2ヶ月前、または3ヶ月前の賃料などの支払いの免除・猶予を受けている場合、【賃貸借様式６】をご記入

ください。

賃料

売上に応じて賃料の金額が変わる場合は
□に✓を入れてください

■ 契約情報

注 1

西暦      年      月      日

西暦      年      月      日から

西暦      年      月      日まで

※契約期間が更新されていても、賃借契約書などに記載の契約期間が2020年5月31日と申請日を含まない場合、【賃

貸借様式３】をご記入ください。

申請日までの間に契約を更新しまし
たか？

□ はい □ いいえ

契約締結日

すべての項目をご記入ください。

各項目を記入すると同時に、提出する書類の引用部分を枠で囲ってください。

■　賃貸人情報 ■管理会社情報
【賃貸借契約または同等の書類に記載のある賃貸人情報】 【管理会社（賃貸人に代わって資料を受領する者）がある場合】

【現在の賃貸人情報】

申請者と賃借人が一致している

名義不一致理由

開業日（設立年月日） 令和２年　　　月　　　日

　　　-
　              都道府県            　　　　　市区町村

※「その他」の場合、理由を記入

　「改正」の場合、旧姓を記入

ビル・マンション名

番地

住所

郵便番号

賃貸人氏名（法人名）フリガナ

□　あり
 (以下「管理会社」を記入）

□　なし
 (「賃借人情報」へ)

 賃貸借情報記入シート①

管理会社の有無

管
理
会
社

電話番号（ハイフンなし）

ビル・マンション名

番地

住所

郵便番号

賃貸人氏名（法人名）フリガナ

賃貸人氏名（法人名）

賃貸人氏名（法人名）フリガナ

2020年４月1日から申請日までの間に、賃貸借

契約期間以外の項目の改訂または他の物件
への引越などがありましたか？

□　あり

住所

郵便番号

賃貸人氏名（法人名）

□　なし

ビル・マンション名

番地

名義不一致理由

※「その他」の場合、理由を記入
　「改正」の場合、旧姓を記入

　              都道府県            　　　　　市区町村

　　　-

電話番号（ハイフンなし）

番地

住所

ビル・マンション名等

□ 社名変更　　　□ 合併等　　　□ 法人成り
□ 事業承継　　　□ 改性　　　 　□ 所有権移転

□ その他

　              都道府県            　　　　　市区町村

　　　-

　              都道府県            　　　　　市区町村

■賃借人情報

賃貸人氏名（法人名）

　　　-

今の賃貸人と契約書に書かれている賃貸人が
一致している

　□　はい
　(「管理会社情報」へ）

　□　いいえ
　(以下「現在の賃貸人」と【賃貸借様

式４】を記入)

□　はい
(「賃貸借情報記入シート②」

へ)

□　いいえ
 (以下「賃借人」と【賃貸借様

式５】を記入)

□ 社名変更　□ 合併等　□ 法人成り
□ 事業承継　□ 改姓　□その他

賃

貸
人

電話番号（ハイフンなし）

郵便番号

賃貸人氏名（法人名）フリガナ

賃貸人氏名（法人名）

現

在
の

賃
貸

人

「賃貸借関連情報記入シート」及び「賃貸借様式」の記載方法については、国
の「家賃支援給付金 申請補助シート記入説明書（賃貸借関連）を御参照くださ
い。（https://yachin-shien.go.jp）

※国の「家賃支援給付金 申請補助シート記入説明書（賃貸借関連）を御参照ください（https://yachin-shien.go.jp
）  
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⑩ 事業計画書等の写 

【令和 2年 1 月 1 日から 5 月 31 日までに創業し、家賃支援給付金の給付を受けてい 

ない事業者の場合】 

 

イ 金融機関から融資を受けた場合は、次の書類を提出してください。 

□ 金融機関から融資を受ける際に提出した事業計画書等の写（月ごとの売

上(収入)予定額が分かるもの） 

□ 金融機関からの融資実行が確認できる契約書等 

 

ロ 金融機関の融資を受けずに創業した場合は、次の書類を提出してください。 

□ 支援機関での創業に関する相談の上作成した事業計画書等の写 

□ 上記で相談を行った支援機関の担当者による署名 

 

  以下の（１）又は（２）のいずれかの形で提出してください。 

 

（１）月ごとの売上(収入)予定額が分かる場合 

以下の項目が必要となりますので、提出する事業計画書等の又は別

葉（様式自由）に記載してください。 

【支援機関の担当者による署名】 

・ 氏名 

・ 組織名称又は事務所名称 

・ 住所 

・ 士業等で登録番号等のあるものについては、その登録番号等 

 

（２）月ごとの売上(収入)予定額が分からない場合 

以下の項目が必要となりますので、提出する事業計画書等の欄外又

は確認書（様式自由）により記載してください（次ページに記載例を 

掲載しますので、参考にしてください）。 

 

【月ごとの売上(収入)予定額】 

・ 記載されている年間の売上(収入)予定額から、ひと月分の平均売

上(収入)予定額を算出したもの。 

 

【支援機関の担当者による署名】 

・ 氏名 

・ 組織名称又は事務所名称 

・ 住所 

・ 士業等で登録番号等のあるものについては、その登録番号等 
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【月ごとの売上(収入)予定額が分からない場合】 

※ 確認書（様式自由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【確認書の例】               令和○年○○月○○日 

 
  確認書  

 
和歌山県知事 様  
 
（法人名又は個人事業者名）が提出する事業計画書等について、年間の売

上 (収入 )予定額から算出したひと月分の平均売上 (収入 )予定額は以下のとお

りです。  
 
 
年間の売上(収入)予定額   月数   ひと月の平均売上(収入)予定額  
 
  ○○○○○   円 ÷ ○ 月 ＝    ○○○○○  円        

 
 
 
 
 
 
 
-------------------------------------------------------------------------------------------- 

【支援機関の担当者による署名欄】  
私は、申請者が提出する事業計画等の写が、創業に関する相談のうえ作成

されているものであることを確認しました。 
 

氏  名  和歌山 花子 

組織名称又は事務所名称  ○○事務所 

住  所  和歌山市○○１丁目１番地 

登録番号  １２３４５６ 

 

氏名については

、支援機関の担

当者が自署又は

記名押印してく

ださい。  

例えば、  
① 1月～翌年12月での年間の売上(収入)予定額が120万の

場合、120万円÷12月でひと月当たり10万円となります。  
② 4月～12月での年間の売上(収入)予定額が90万の場

合、90万円÷9月でひと月あたり10万円となります。  
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⑪ 申請にもちいる売上が減った月・期間の売上台帳など 

【令和2年1月1日から5月31日までに創業し、国の家賃支給付金の給付

を受けていない事業者の場合】  
 

□ 申請にもちいる売上が減った月・期間の事業収入額が分かる売上台帳等を

提出してください。 

様式の指定はありませんので、経理ソフト等から抽出したデータ、エクセ

ルデータ、手書きの売上帳などでも構いません。 

書類の名称が「売上台帳」でなくても構いません。ただし、提出するデー

タがどの月の事業収入であることを確認できる資料を提出してください。（令

和2年●月と明確に記載されている等） 
 
■ 売上台帳として確認できる書類について 

※ 給与明細、通帳の写し、レシート、請求書等は認められません。 
※ 月ごとの売上月の【売上額】の【合計】を記載してください。 
※ 売上額が0円の場合は、【申請にもちいる売上が減った月・期間】の売
上額が【0円】であることを明確に記載してください。 

 

⑫ 賃貸借契約の存在を証明する書類（賃貸借契約書等） 

【令和2年1月1日から5月31日までに創業し、国の家賃支給付金の給付を

受けていない事業者の場合】  
 □令和2年5月31日と申請日の両方で有効かつ申請者ご自身の名義で契約した

賃貸借契約書であること。 

□ただし、本要件を満たした契約書を提出出来ない場合でも、国の「家賃支 

援給付金 申請要領（申請のガイダンス）別冊」の別冊2-1から別冊2-7に

準じた資料の提出を行うことで、本支援金の対象となる可能性があります。

詳細については、和歌山県支援本部相談窓口へ御連絡ください。 
 

⑬ 申請時の直近3ヵ月分の賃料支払実績を証明する書類（銀行通帳の写し等） 

【令和2年1月1日から5月31日までに創業し、国の家賃支給付金の給付を

受けていない事業者の場合】 

□原則として直前３か月以内に、３か月分の賃料を支払ったことを証明する

書類として、以下のいずれかを添付してください。 

 ・銀行通帳の表紙の写し及び支払実績がわかる部分の写し（３か月分）。

電子通帳や当座口座などで、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳の画

面のコピーなどを添付してください。 

  ・振込明細書 

 ・領収書 

□ただし、支払の実績を証明する資料が添付できない場合でも、国の「家賃

支援給付金 申請要領（申請のガイダンス）別冊」の別冊2-8、別冊2-9に

準じた資料の提出を行うことで、本支援金の対象となる可能性があります

。詳細については、和歌山県支援本部相談窓口へ御連絡ください。 
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⑭ 本人確認書類 

【令和2年1月1日から5月31日までに創業し、国の家賃支援給付金の給付

を受けていない事業者の場合】 

 

□ 本人確認書類は、下記のいずれかの写を住所・氏名・顔写真がはっきりと

判別できるかたちで提出してください。 

（ア） 運転免許証（両面） 

（返納している場合は、運転経歴証明書で代替可能） 

（イ） 個人番号カード（オモテ面のみ） 

（ウ） 写真付きの住民基本台帳カード（オモテ面のみ） 

（エ） 在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（在留の資格が特

別永住者のものに限る。）（両面） 

（オ）住民票の写及びパスポートの両方 

※パスポートは顔写真の掲載されているページ 

（カ）住民票の写及び各種健康保険証の両方 

 

※ いずれの場合も申請を行う月において有効なものであり、記載された住所

が申請時に登録する住所と同一のものに限ります。 
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Ⅳ 交付の決定等                  

1 支援金交付の決定 

 申請書類を受理した後、その内容を審査した上、適正と認められるとき

は支援金を交付します。 

 

2 通知 

申請書類の確認の結果、本支援金の交付を決定したときは、後日、交付

に関する通知を発送いたします。 

 

3 支援金の返還 

 本支援金交付決定後、申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した場

合は、支援金の交付決定を取り消します。この場合、申請者は支援金を返

還することとなります。 
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Ⅵ 申請期限の特例                  

国の家賃支援給付金の申請を行い、受付が行われているが、給付通知書

などの給付が行われことが分かる書面が提出できないことが見込まれる

場合、下記の「和歌山県家賃支援金申請期限延長願兼誓約書」を令和３年

３月 26 日（金）（当日消印有効）までに提出することで、申請期限を令

和３年９月 30 日（木）まで延長することができます。 

 

第５条関係 

 

和歌山県家賃支援金申請期限延長願兼誓約書 

 

私は、令和 年 月 日に国の家賃支援給付金の申請を行い、かつ受付されまし

たが、現在給付が決定されたことが分かる書面（給付通知書等）を提出できません。 

 つきましては、和歌山県家賃支援金の申請期限である令和３年３月 26 日（金）ま

でに、和歌山県家賃支援金の申請が困難であることが見込まれるため、申請期限を

令和３年９月 30 日（木）まで延長することを願い出ます。 

なお、上記期限までに必要書類を揃えて、申請書類を提出しなかった場合、和歌

山県家賃支援金の交付を受けられないことになっても異議はありません。また、こ

れにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。 

令和３年 月 日    

 

和歌山県知事 様 

 

住   所                     

名称（屋号）                    

氏   名                     

連 絡 先                     

※法人の代表者又は個人事業主が自署してください。 

 

下線部を記入し提出してください 

提出先 
〒640-8585 和歌山市小松原通１－１ 

和歌山県家賃支援金受付係 


